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Indicators Update
11 月消費統計 

11 月の家計調査に見る個人消費は、引き続き弱さが見られる結果 
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[要約] 

 2015 年 11 月の家計調査によると、実質消費支出は季節調整済み前月比▲2.2％と 3 ヶ

月連続で減少した。振れの大きい住居や自動車などを除いた実質消費支出（除く住居等）

も同▲1.8％と 3ヶ月連続で減少した。

 実質消費支出の動きを費目別にみると、「諸雑費」(前月比▲11.2％)、「住居」(同▲

7.2％)などが前月から減少した一方、「教育」(同＋14.1％)や「保健医療」(同＋7.8％)

などが増加した。

 需要側の統計である家計調査にみる個人消費は、このところ弱含んでいるが、先行きに

ついて過度に悲観視する必要はないとみている。物価の影響を除いた実質賃金は緩やか

ながらも引き続き前年同月比で増加するなど、今春のベースアップの効果が着実に現れ

ている。また、足下で原油価格が再び下落基調に転じており、エネルギー価格の下落を

主因とした消費者物価の低迷は継続するとみられ、実質賃金が堅調に推移すると予想さ

れることも追い風だ。加えて、年金改定率が上昇に転じたことで、高齢者の消費も底堅

く推移する見込みである。このような個人消費を取り巻く良好な環境が、先行きの個人

消費を下支えするとみている。

図表 1：各種消費指標の概況 

2015年
8月 9月 10月 11月

前年比 2.9 ▲ 0.4 ▲ 2.4 ▲ 2.9 総務省
前月比 2.5 ▲ 1.3 ▲ 0.7 ▲ 2.2 総務省

実質消費支出（除く住居等） 前月比 1.5 ▲ 1.8 ▲ 0.4 ▲ 1.8 総務省
前年比 0.8 ▲ 0.1 1.8 経済産業省
前月比 0.0 0.8 1.2 経済産業省
前月比 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.2 内閣府
前年比 2.7 1.8 4.2 ▲ 2.7 日本百貨店協会
前年比 1.7 1.3 2.5 0.9 （一社）日本フランチャイズチェーン協会
前年比 2.0 2.9 2.8 ▲ 1.0 日本チェーンストア協会
前年比 3.2 1.6 5.0 （一社）日本フードサービス協会
前年比 0.0 8.8 5.8 観光庁

（注）百貨店売上高、コンビニエンスストア売上高、スーパー売上高の前年比は店舗数調整後。
（出所）各種統計より大和総研作成
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2015 年 11 月の実質消費支出は前月比▲2.2％と 3ヶ月連続で減少 

2015 年 11 月の家計調査によると、実質消費支出は季節調整済み前月比▲2.2％減少した。振

れの大きい住居や自動車などを除いた実質消費支出（除く住居等）も同▲1.8％と減少した。需

要側の統計である家計調査に見る個人消費は、このところ弱さが見られている。 

10 大費目別の動き：「諸雑費」、「住居」など 5項目が前月から減少 

実質消費支出の動きを費目別にみると、前月から減少したのは 5 項目であり、強弱まちまち

となっている。減少項目のうち、特に減少が目立ったのが「諸雑費」(前月比▲11.2％)であり、

他の諸雑費がマイナスに大きく寄与した模様である。そのほか、「住居」(同▲7.2％)、「交通・

通信」(同▲2.1％)、「家具・家事用品」(同▲3.8％)、「被服及び履物」(同▲1.4％)も前月か

ら減少した。「住居」では設備材料、「交通・通信」では交通といった項目が振るわず、マイ

ナスに寄与したとみられる。また、「被服及び履物」は暖冬の影響で冬物衣料の購入が手控え

られ、2ヶ月連続で前月から減少した。 

一方、「教育」(前月比＋14.1％)、「保健医療」(同＋7.8％)、「食料」(同＋0.3％)、「教

養娯楽」(同＋0.3％)、「光熱・水道」(同＋0.1％)が前月から増加した。「教育」については、

10 月に大きく減少した授業料等が増加に転じたことがプラスに寄与した模様である。また、「食

料」では野菜・海藻の増加が押し上げ要因になったとみられる。 

図表 2：実質消費支出の推移 図表 3：実質消費支出の費目別寄与度 
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消費者マインドは持ち直しの兆し 

2015 年 11 月の消費動向調査によると、消費者態度指数は前月差＋1.1pt と 2 ヶ月連続で上昇

した（図表 4）。消費者態度指数は 2013 年 11 月以来となる 2年ぶりの水準まで上昇し、内閣府

は消費者マインドの基調判断を「足踏みがみられる」から「持ち直しの動きがみられる」に上

方修正した。消費者態度指数の内訳を見ると、前月に続いて 4 つの構成項目のすべてが上昇し

た。各項目を前月差の大きい順にみると、「暮らし向き」、「耐久消費財の買い時判断」がと

もに前月差＋1.3pt、「収入の増え方」が同＋1.1pt、「雇用環境」が同＋0.8pt であった。 

「資産価値」に関する意識指標は同＋1.5pt と、2ヶ月連続で上昇した。日経平均株価が上昇

基調をたどり、調査時点である 11 月半ばに節目となる 2万円台に近づいたことなどが同指標の

上昇につながったものと推測される。 

図表 4：消費者態度指数の推移 

先行きの個人消費について過度に悲観視する必要はなかろう 

需要側の統計である家計調査にみる個人消費は、このところ弱含んでいるが、先行きについ

て過度に悲観視する必要はないとみている。物価の影響を除いた実質賃金は緩やかながらも引

き続き前年同月比で増加するなど、今春のベースアップの効果が着実に現れている。また、足

下で原油価格が再び下落基調に転じており、エネルギー価格の下落を主因とした消費者物価の

低迷は継続するとみられ、実質賃金が堅調に推移すると予想されることも追い風だ。加えて、

年金改定率が上昇に転じたことで、高齢者の消費も底堅く推移する見込みである。このような

個人消費を取り巻く良好な環境が、先行きの個人消費を下支えするとみている。 
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商業動態統計小売業販売額の推移
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